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第７６回税理士試験 所得税法

第一問（理論）解答

〔表示内容の説明〕

配 点：● ・・・ ●点

問１（配点３０点）

⑴ 取扱い ７、重大な過失 ３

甲の業務に関連して生じた事故であるため、甲に故意又は重大な過失があり、他人の権利を侵害した事実がなければ、甲の事業所得

の金 額の計算上必要経費に算入され、当該事実がある場合には、必要経費に算入されない。

なお、交通事故の場合、無免許運転、高速度運転、酒気帯び運転、信号無視などが特別の事業がない場合に限り、重大な過失に該当

する。

⑵ 怪我に対する損害賠償金 ５、商品に対する損害賠償金 ５

怪我に対する損害賠償金は、心身に加えられた損害につき支払を受けたものであるため、非課税となる。なお、治療費として受け取

った金額は、医療費を補てんする金額として、医療費控除の計算上、支払った医療費の金額から控除される。商品に対する損害賠償金

は、棚卸資産につき損失を受けたことにより、事業所得に係る収入金額に代わる性質を有するものとして支払を受けたものであるため、

事業所得の収入金額と なる。

⑶ 課税される場合 ７、非課税となる場合 ３

休業補償金は、業務の休止によりその業務の収益の補償として取得するものであるため、事業所得の収入金額となる。ただし、業務

の休止が、心身に加えられた損害に基因して業務に従事できなかったことによる収益の補償として受けるものである場合には、非課税

となる。

問２（配点２０点）

⑴ ６５万円控除の要件（① １、② １、③ ２、④ １、⑤ ４、⑥ ５）

① 不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営んでいること。

② 上記①の事業につき帳簿書類を備え付けて、上記①の所得の金額に係る取引を記録していること。

③ 上記②の記録は、上記①の所得に係る一切の取引の内容を詳細に記録していること。

（別解：正規の簿記の原則に従った複式簿記による記録をしていること。）

④ 小規模事業者の現金基準の規定の適用を受けていないこと。

⑤ 確定申告書に６５万円控除の規定の適用を受けようとする旨及び控除額の計算に関する事項の記載並びに帳簿書類に基づき作成され

た貸借対照表、損益計算書その他不動産所得の金額又は事業所得の金額の計算に関する明細書の添付があり、かつ、その確定申告書

をその提出期限までに納税地の所轄税務署長に提出していること。（下記⑥⒝の要件を満たす場合を除く。）

⑥ 次に掲げる要件のいずれかを満たすこと。

⒜ その年におけるその事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳について、電子帳簿保存（優良な電子帳簿の要件を満たしている場合に限

る。）を行っていること。

（注） 一定の適用届出書を確定申告書の提出期限までに納税地の所轄税務署長に提出している場合に限る。

⒝ その年分の確定申告書の提出期限までに、確定申告書に記載すべき事項及び上記⑤の添付書類に記載すべき事項に係る情報を納

税地の所轄税務署長に電子申告により送信していること。

⑵ 甲が青色申告特別控除６５万円の適用を受けるために実施すべきこと（① ４、② ２）

次のいずれかを実施する必要がある。

① 会計ソフトを優良な電子帳簿の要件を充足するものに変更し、かつ、一定の適用届出書をその年分の確定申告書の提出期限までに

納税地の所轄税務署長に提出する。なお、優良な電子帳簿の要件を充足するためには、訂正・削除・追加の履歴が残ること、帳簿間

で相互関連性があること、日付・金額・相手方による検索機能があることの要件を全て満たす必要がある。

② 確定申告書及び添付すべき貸借対照表、損益計算書の提出方法を書面提出ではなく、電子申告によるデータ送信の方法に変更する。

（無断複写・転載を禁ず）

（１）



第７６回税理士試験 所得税法

第二問（計算）解答

〔表示内容の説明〕

配 点：★ ・・・ ２点

● ・・・ １点

問（５０点）

（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

事業所得 ４，９５８，４２０ １ 総収入金額

⑴ 行政書士業収入

① 助成金申請書作成代行報酬

１，０００，０００－５００，０００＋１００，０００＝ ６００，０００●

② 遺産分割協議書作成報酬

６５０，０００＋２０，０００＝ ６７０，０００●

③ 許認可申請代行報酬

２，５００，０００●

④ 合計

３，７７０，０００

⑵ 雑収入

① 解約手当金

３，０００，０００●

② その他

５，２００，０００－３，０００，０００－２，００１，０００－７９，５８０＝ １１９，４２０●

③ ①＋②＝ ３，１１９，４２０

⑶ 総収入金額の合計額

⑴＋⑵＝ ６，８８９，４２０

２ 必要経費

⑴ 租税公課

（３，０００＋４０，０００－５，０００）＋２０，０００＝５８，０００●

⑵ 地代家賃

（１，０５０，０００－１５０，０００）＋１５０，０００※＝ １，０５０，０００●

※ 事業廃止後の費用又は損失の特例により必要経費算入

⑶ 消耗品費

２００，０００－１５０，０００＝５０，０００●

⑷ 雑費

１５０，０００－２７，０００＝ １２３，０００●

（無断複写・転載を禁ず）

（２）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

⑸ 貸倒損失

令和５年分の必要経費●

⑹ 必要経費の合計額

⑴～⑸の計 １，２８１，０００

３ 青色申告特別控除額

１―２＝ ５，６０８，４２０ ＞ ６５０，０００ ∴ ６５０，０００●

４ 事業所得

１－２―３＝ ４，９５８，４２０

給与所得 ０● １ 収入金額

１００，０００×６月＝ ６００，０００

（注） 本年７月１５日支給分の役員給与は、支給期が死亡後のため課税されない。

２ 給与所得控除額

６５０，０００

３ １－２＝ △ → ０

退職所得 ０ （注） 非課税 … 小規模共済の共済金（相続税の課税対象）●

配当所得 １００，０００● ・ 収入金額

・ Ａ社配当金 ７９，５８０÷（１－０．２０４２）＝ １００，０００

（無断複写・転載を禁ず）

（３）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

不動産所得 ０ １ 総収入金額

⑴ 家賃収入

２，３００，０００＋５０，０００×２月＝ ２，４００，０００●

⑵ 総収入金額の合計額

２，４００，０００

２ 必要経費

⑴ 租税公課

５０，０００＋５，０００＝５５，０００●

⑵ 保険料

３６，０００－１２，０００＝２４，０００●

⑶ 貸倒損失

令和２年分に遡って、未収家賃の回収不能額をなかったものとみなす●

⑷ 建替費用

１，０６０，０００＋２４０，０００＝ １，３００，０００●

（注） アパートの設計費用は、アパートの取得価額

⑸ 減価償却費

２０，０００，０００×０．９×０．０４６×９／１２＝ ６２１，０００●

⑹ 資産損失

① ２，６１２，０００－６２１，０００＝ １，９９１，０００

② ２，４００，０００－５５，０００－２４，０００－１，３００，０００－６２１，０００＝ ４００，０００

③ ① ＞ ② ∴ ４００，０００（所得限度に必要経費算入していて●）

⑺ 必要経費の合計額

⑴～⑹の計 ２，４００，０００

３ 青色申告特別控除額

１―２＝ ０ ＜ １００，０００● ∴ ０

４ 不動産所得

１－２―３＝ ０

（無断複写・転載を禁ず）

（４）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

給与所得 ６，７５０，０００● １ 収入金額

８，７００，０００

（注） 令和７年分の未払残業代は、令和７年分の給与所得の収入金額

２ 給与所得控除額

８，７００，０００ ＞ ８，５００，０００ ∴ １，９５０，０００

３ １－２＝ ６，７５０，０００

配当所得 ２００，０００● ・ Ａ社株式（みなし配当）

３０，０００×１０株－１０，０００×１０株＝ ２００，０００

（注） 相続税を納付していないため、相続により取得した非上場株式をその発行

会社に譲渡した場合の課税の特例の適用なし

譲渡所得 ・ Ａ社株式

一般株式等の譲渡所得等 △ ５０，０００● （３０，０００×１０株－２００，０００）－１５，０００×１０株＝ △ ５０，０００

総合短期 ０ １ 譲渡損益

総合長期 ３００，０００ ⑴ ノートパソコン（総合短期）

生活に通常必要な動産の譲渡による損失はないものとみなす●

⑵ 金地金（総合長期）

１，３００，０００－５００，０００＝ ８００，０００●

２ 譲渡所得の金額（総合長期）

８００，０００ ≧ ５００，０００ ∴ ８００，０００－５００，０００＝ ３００，０００●

（無断複写・転載を禁ず）

（５）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

分離長期 ４，６４７，５００ １ 家屋

１００，０００－｛３０，０００※＋（７２，５００－３０，０００）｝＝２７，５００●

※ ３０，０００ ＞ １００，０００×５％＝ ５，０００ ∴ ３０，０００

２ 敷地

５，０００，０００－｛２５０，０００※＋（２００，０００－７０，０００）｝＝ ４，６２０，０００●

※ ７０，０００ ＜ ５，０００，０００×５％＝ ２５０，０００ ∴ ２５０，０００

３ 合計

２７，５００＋４，６２０，０００＝ ４，６４７，５００

一時所得 ０ １ 総収入金額

・ 付加金 １００，０００●

２ 収入を得るために支出した金額

０

３ 特別控除額

１ ＜ ５００，０００ ∴ １００，０００

４ １－２－３＝ ０

（注） 非課税 … 死亡保険金等●、小規模企業共済の共済金（相続税の課税対象）

本年７月１５日支給分の役員給与

雑所得 ３，０３０，０００ １ 総収入金額

⑴ 遅延損害金 ３０，０００●

⑵ 斡旋料 ３，０００，０００●

⑶ ⑴＋⑵＝ ３，０３０，０００

２ 必要経費

０

３ １－２＝ ３，０３０，０００

（無断複写・転載を禁ず）

（６）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

（６，７５０，０００－２０，０００※）＋２００，０００＋３，０３０，０００＋３００，０００×１／２＝１０，１１０，０００

※ 子ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除

総所得金額 １０，１１０，０００ ８，７００，０００ ＞ ８，５００，０００、年齢２３歳未満の扶養親族（長女戊）あり

∴ （８，７００，０００－８，５００，０００）×１０％＝２０，０００●

長期譲渡所得の金額 ４，６４７，５００

一般株式等に係る譲渡所
０ （注） 損失の金額は、生じなかったものとみなされる●

得等の金額

課税標準額の合計額 １４，７５７，５００

（無断複写・転載を禁ず）

（７）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

医療費控除 ６００，０００★ １ 支出医療費の金額

２００，０００＋５００，０００＝ ７００，０００

２ 足切額

１４，７５７，５００×５％ ＞ １００，０００ ∴ １００，０００

３ １－２＝ ６００，０００

社会保険料控除 １，３４１，０００● １，２９６，３００＋４４，７００＝ １，３４１，０００

生命保険料控除 １１５，０００ １ 一般分（特例）

１００，０００×１／４＋３０，０００＝５５，０００●

２ 介護医療分

２０，０００ ≦ ２０，０００ ∴ ２０，０００ ●

３ 個人年金分

１５０，０００ ＞ ８０，０００ ∴ ４０，０００

４ １＋２＋３＝ １１５，０００ ≦ １２０，０００ ∴ １１５，０００

配偶者控除 ０ １，２５０，０００－６５０，０００＝ ６００，０００ ＞ ５８０，０００ ∴ ０ ●

配偶者特別控除 ０ ６５０，０００ ≦ ９５０，０００、１４，７５７，５００ ＞ １０，０００，０００ ∴ ０

扶養控除 ６３０，０００● １ 丁の判定

１，８００，０００－６５０，０００＝ １，１５０，０００ ＞ ５８０，０００ ∴ ０

２ 戊の判定

２，１５０，０００－１，６００，０００＝ ５５０，０００ ≦ ５８０，０００ ∴ ６３０，０００

特定親族特別控除 １１０，０００● １ 丁の判定

５８０，０００ ＜ １，１５０，０００ ≦ １，２３０，０００、１９歳 ≦ ２２歳 ＜ ２３歳

１，１００，０００ ＜ １，１５０，０００ ≦ １，１５０，０００ ∴ １１０，０００

２ 戊の判定

５５０，０００ ≦ ５８０，０００ ∴ ０

１４，７５７，５００ ≦ ２５，０００，０００
基礎控除 ５８０，０００●

６，５５０，０００ ＜ １４，７５７，５００ ≦ ２３，５００，０００ ∴ ５８０，０００

所得控除の合計額 ３，３７６，０００ ６００，０００＋１，３４１，０００＋１１５，０００＋６３０，０００＋１１０，０００＋５８０，０００＝ ３，３７６，０００

（無断複写・転載を禁ず）

（８）



（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

課税総所得金額 ６，７３４，０００ １０，１１０，０００－３，３７６，０００＝ ６，７３４，０００（千円未満切捨）

４，６４７，０００（千円未満切捨）

課税長期譲渡所得の金額 ４，６４７，０００ （注） 空き家に係る譲渡所得の特別控除は、相続時から譲渡時までの間に無償貸

与されているため適用なし●

課税一般株式
０

譲渡所得金額

（単位：円）

区 分 金 額 計 算 過 程

課税総所得金額に
９１９，３００ ６，７３４，０００×２０％―４２７，５００＝ ９１９，３００

対する税額

課税長期譲渡所得金額
６９７，０５０ ４，６４７，０００×１５％＝ ６９７，０５０

に対する税額

課税一般株式譲渡所得
０

金額に対する税額

差引所得税額 １，６１６，３５０

６，７３４，０００＋４，６４７，０００－２００，０００＝１１，１８１，０００ ＞ １０，０００，０００

配当控除 １０，０００● ∴ ２００，０００×５％＝１０，０００

１ 適用要件の判定

１４，７５７，５００ ≦ ２０，０００，０００、１５０㎡ ≧ ５０㎡、１５年 ≧ １０年 ∴ 適用あり

２ 控除額

⑴ 住宅借入金等の金額の合計額

① ３９，８００，０００

住宅借入金等特別控除 ２４６，７００ ② ４５，２５０，０００－１０，０００，０００＝３５，２５０，０００

③ ① ＞ ② ∴ ３５，２５０，０００●

⑵ 住宅借入金等特別控除額

３５，２５０，０００ ≦ ４５，０００，０００

∴ ３５，２５０，０００×０．７％＝ ２４６，７００●（百円未満切捨）

（注） 特例対象個人に該当しないため、控除限度額の上乗せ措置の適用なし

差引所得税額 １，３５９，６５０ １，６１６，３５０－１０，０００－２４６，７００＝ １，３５９，６５０

復興特別所得税額 ２８，５５２ １，３５９，３５０×２．１％≒２８，５５２

所得税及び復興特別所得税の額 １，３８８，２０２ １，３５９，６５０＋２８，５５２＝ １，３８８，２０２

所得税等の源泉徴収税額 ６７４，０４０● ６３３，２００＋２００，０００×２０．４２％＝ ６７４，０４０

所得税等の申告納税額 ７１４，１００ １，３８８，２０２－６７４，０４０＝ ７１４，１００（百円未満切捨）

所得税等予定納税額 ０

納付すべき税額又は還付される税額 ７１４，１００

（無断複写・転載を禁ず）

（９）



第７６回税理士試験 所得税法

解 説

〔第一問〕 ５０点

問１

１ 概要

交通事故に伴い支払う損害賠償金及び交通事故に伴い受け取った損害賠償金等の取扱いを問う問題である。基礎理論№０５を基礎に

解答してほしい。

なお、本問における交通事故は、甲の営む卸売業に関連して発生したものであるため、家事上の事故でないことに留意すること。

２ 解答にあたっての留意点

⑴ 解答例のとおり、所得税法上の損害賠償金等の区分を明確にしたうえで、各取扱いを正確に解答してほしい。

なお、答案用紙が限られているため、「概要 → 根拠規定」という答案作成ではなく、概要と根拠規定を一体化した答案作成を

することが望ましい。

⑵ 甲が支払った損害賠償金については、「不注意で交通事故を起こした。」とあるものの、この不注意が甲の故意又は重大な過失に

よるものかどうかが明確ではない。そのため、解答例のとおり、故意又は重大な過失に該当する場合と該当しない場合に分けて解

答すること。

なお、解答例のとおり、交通事故における重大な過失の例示を示しておくと、答案としての印象が良くなる。

⑶ 甲が受け取った怪我に対する損害賠償金のうち、治療費として受け取った金額がある場合には、その金額が医療費を補てんする

金額に該当するため、医療費控除を適用する際には、支払った医療費の金額から差し引く必要がある。その点も解答してほしい。

⑷ 甲が受け取った休業補償金は、自動車が破損し修理に１か月を要したことで、１か月間休業することに対して支払われたもので

ある。そのため、直接の原因が「怪我」であると断定できず、心身に加えられた損害に基因して業務に従事できなかったことによ

る収益の補償として受けたものに該当しないものと考えられるため、事業所得の収入金額となる。

しかし、交通事故により、甲が怪我を負っている以上、甲の怪我が休業の要因となっている可能性もあり、この場合には、心身

に加えられた損害に基因して業務に従事できなかったことによるものとして非課税となる。

よって、解答では、この点を場合分けして解答している。

３ 損害賠償金等の取扱いの整理

損害賠償金

ＮＯ

事業所得等の ・ 店舗にトラックが飛び込み、商品に損害が生じた場合に、その損害を補填

収入金額に代 例 するものとして支払いを受けた損害賠償金

わる性質を有 ・ 業務に係る工業所有権等（特許権、著作権など）につき損失を受けたこと

するもの により支払いを受ける損害賠償金

・ 漁獲高の減少補填等の収益補償として支払いを受ける損害賠償金

・ 雑所得の基因となる金銭債権等の返済の遅滞により支払いを受ける遅延利 ⇨ 事業所得等の収入金額

息に相当する損害賠償金

・ 賃貸している土地、家屋、船舶等の明渡しの遅滞その他により支払いを受

けるこれらの資産の賃貸料に相当する損害賠償金

示 ・ 土地等を不法に占有されたことにより失われた賃貸料に相当するものとし

て支払いを受ける損害賠償金

ＮＯ

必要経費に算 ・ 店舗にトラックが飛び込んで店舗が損傷した場合において、その店舗の補

入する金額を 例 修期間中仮店舗を賃借するときの賃借料の補償として、あるいは、その補修

補填するもの 期間中休業するときのその間の使用人給料の補償として支払いを受けるもの ⇨ 事業所得等の収入金額

示 ※ 資産の損害に係る損害賠償金は、資産損失から当該損害賠償金を直接控除

するため、必要経費に算入する金額を補填するものに含まれない。

（無断複写・転載を禁ず）

（１０）



ＮＯ

心身に加えられた損 ・ 交通事故により身体に傷害を被った者がその傷害について加害者か

害につき支払を受け 例 ら支払いを受けた慰謝料

る慰謝料その他の損 ・ 交通事故により身体に傷害を被った者がその傷害のため業務に従事

害賠償金（その損害 できなくなったことにより失われた収入の補償として加害者から支払

に基因して勤務又は いを受ける損害賠償金
⇨ 非課税

業務に従事すること ・ 人権を侵害された者が加害者から精神的苦痛に対するものとして支

ができなくなったこ 払いを受ける慰謝料

とによる給与又は収 ・ 婚約を破棄された者が他の一方の者から精神的苦痛に対するものと

益の補償として受け 示 して支払いを受ける慰謝料

るものを含む。） ・ 交通事故等で死亡した者の遺族が加害者から支払いを受ける慰謝料

ＮＯ

不法行為その他突発的 例 ・ 交通事故により車両の被害を被った者が、当該車両の廃車に伴い

な事故により資産に加 加害者から支払いを受けた損害賠償金
⇨ 非課税

えられた損害につき支 ・ 隣家の火災により建物が類焼し被害を被った者が、当該建物の損

払を受けるもの 示 害に対し加害者から支払いを受けた損害賠償金

ＮＯ

心身又は資産に加えられた損害に 例 ・ 葬祭料、香典又は災害等の見舞金など社会通念上相当
⇨ 非課税

つき支払を受ける相当の見舞金 示 な額で支払いがされるもの

（注） 損失の金額を補填するものである場合は、各種の計算上控除する。

問２

１ 概要

青色申告特別控除６５万円の適用要件を問う問題である。

問題の指示にあるとおり、青色申告特別控除６５万円の適用要件を示しつつ、甲が当該控除の適用を受けるために実施すべきことを

甲に不足している要件を明確にしながら解答してほしい。

２ 解答に当たっての留意点

⑴ その年におけるその事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳について、電子帳簿保存（優良な電子帳簿の要件を満たしている場合に限

る。）を行っていることを要件に青色申告特別控除６５万円の適用を受ける場合には、一定の適用届出書（「国税関係帳簿の電磁的記

録等による保存等に係る６５万円の青色申告特別控除・過少申告加算税の特例の適用を受ける旨の届出書」）を納税地の所轄税務署

長に提出する必要がある。

この届出書の提出期限は、措通２５の２－５に規定されており、確定申告期限までとされている。

⑵ 甲が青色申告特別控除６５万円の適用を受けるために実施すべきことは、問題文に具体的な前提条件が示されているため、甲に不

足している要件を明確にしたうえで解答すること。

本問で甲に不足している要件は、次のとおりである。

① 利用する会計ソフトは、入力した取引の内容の訂正・削除履歴が残らず、また、その取引の日付等を検索する機能を有し

ていない。

⇨ このため、優良な電子帳簿の保存に該当せず、優良な電子帳簿の保存及び一定の適用届出書の提出を要件とする青色申

告特別控除６５万円の適用を受けることはできない。

② 確定申告書の提出は、会計ソフトを利用して作成した貸借対照表と損益計算書を書面の確定申告書に添付して確定申告期

限内に行う予定である。

⇨ 電子申告を行っていないため、電子申告を要件とする青色申告特別控除６５万円の適用を受けることはできない。

（無断複写・転載を禁ず）

（１１）



〔第二問〕 ５０点

問

１ 主要な前提条件及び時系列の整理

⑴ 被相続人甲

⇨ 問題の指示より、青色申告者に該当（電子申告者）

Ｒ８
１／１ １２／３１

６／３０ ７／３１
× ×
死亡 事務所

（廃業） 解約

準確定申告の計算期間 「乙」が行政書士業

（行政書士業を営業） の残務整理

⑵ 相続人乙

⇨ 問題の指示より、青色申告者に該当（電子申告者）
Ｒ９

Ｒ８
１／１ １２／３１

９／３０ ９／３０
× ∬ ×

旧アパート 新アパート

賃貸終了 引渡し

本年中に不動産所得の家賃収入が生じる期間 旧アパートの取壊し … 本年１１月に完了

新アパートの新築工事 … 本年１２月に着工

２ 甲の本年分の確定申告における各種所得の金額の計算ほか（【資料Ⅰ】及び【資料Ⅱ】）

⑴ 行政書士業収入

① 助成金申請書作成代行報酬

昨年末に未収であった報酬のうち、本年中に回収された金額 ５００，０００円は、売掛金の回収である。そのため、助成金申請書作

成代行報酬から控除する必要がある。

また、６月２０日に申請書の作成及び引渡しが完了している報酬は、同日において申請書の引渡しが完了しているため、請求書

の発送が死亡後であったとしても、助成金申請書作成代行報酬に加算する必要がある。

② 遺産分割協議書作成報酬

日当も遺産分割協議書作成報酬の一部であり、６月１５日に打ち合わせも行われているため、請求書の発送が死亡後であったと

しても、遺産分割協議書作成報酬に加算する必要がある。

③ 許認可申請代行報酬

特段調整する必要はない。

（注） 許認可申請が済んでいる事案の請求額の貸倒損失の取扱い（基通５１－１１）

更生計画認可の決定に基づく貸倒損失は、その事実の発生した日の属する年分の必要経費に算入することとされている。

そのため、令和５年１２月１０日に更生計画認可の決定が行われている以上、令和５年分の事業所得の必要経費としなければな

らない。

④ その他の留意点

⒜ 貸倒引当金

本年中に未収報酬（売掛金）が生じているが、甲の死亡年（事業廃止年）であり、相続人である乙が、甲の事業を承継しな

いため、貸倒引当金の設定を行うことができない。

⒝ 源泉徴収

行政書士の業務に関する報酬は、所得税法第 ２０４条第１項に規定する報酬に該当しないため、源泉徴収が行われない。

（注） 行政書士の行う業務が、建築基準法第６条等に定める「建築に関する申請若しくは届出」の書類の作成のような場合には、

その業務が建築代理士の行う業務に含まれるため、源泉徴収が行われる。（本問において該当する報酬はない。）

⑵ 経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済）の解約手当金

相続人である乙が、甲の事業を承継していないため、みなし解約に該当する。みなし解約の場合、共済契約者である甲の死亡時

に解約がされたものとみなされるため、甲において、甲の死亡時に解約したものとして取扱う。そのため、甲の本年分の事業所得

の総収入金額に算入しなければならない。

⑶ 死亡保険金等

上記⑵と異なり、相続人である乙が支給を受けたものであるため、甲において何ら課税関係は生じない。

また、相続人である乙においては、支給を受けた死亡保険金等の保険料負担者が甲であるため、みなし相続財産に該当し、相続

税の課税対象とされるため、所得税は非課税となる。

（無断複写・転載を禁ず）

（１２）



⑷ 非上場株式に係る配当金（基通３６－４）

配当所得の収入金額の収入すべき時期は、配当金の場合、効力発生日である。

本問では、効力発生日が甲の死亡日前である６月２６日であるため、甲の配当所得として計上する。

なお、問題文に与えられている数値が源泉所得税等控除後であるため、割戻計算を行い、額面金額を求めること。

⑸ 租税公課

① 収入印紙の購入代金（基通３７－３０の３）

甲における収入印紙の消費分を甲の事業所得の必要経費に算入する。

（注） 事務用消耗品、作業用消耗品、包装材料、広告宣伝用印刷物、見本品その他これらに準ずる棚卸資産（各年ごとにおおむね

一定数量を取得し、かつ、経常的に消費するものに限る。）の取得に要した費用の額を継続してその取得をした日の属する年分

の必要経費に算入している場合には、当該処理方法が認められる。本問では、前年分の確定申告において、在庫の ３，０００円分

を貯蔵品として資産計上している旨の指示があることから、継続してその取得をした日の属する年分の必要経費に算入してい

ないため、当該処理方法は認められない。

② 事務所で使用していた償却資産に係る固定資産税

固定資産税の債務確定日は、原則として「賦課決定日」である。本問では、賦課決定日が明らかでないが、第一期（４月末）

の納期限が到来している旨の指示があることから、甲の死亡時まで債務確定したものと考えることができる。そのため、甲が本

年６月３０日に死亡し、事務所で使用していた償却資産を本年６月３０日以降何らの用途に供していない場合であっても、債務確定

日に甲の行政書士業の用に供されていれば、月数按分などをする必要はなく、支払った固定資産税の全額を甲の事業所得の必要

経費とすることができる。

⑹ 地代家賃

① 令和８年１月分から令和８年６月分までの事務所家賃

甲の行政書士業に対応する費用として、甲の事業所得の必要経費に算入される。

② 令和８年７月分の事務所家賃（乙が残務整理を行うため、乙名義で支払ったもの）

事業所得等を生ずべき事業を廃止した後において、その事業に係る費用又は損失でその事業を廃止しなかったならば、その者

のその年分以後の年分の事業所得等の金額の計算上必要経費に算入されるべき金額が生じた場合は、その金額はその者の事業を

廃止した日の属する年分（その年においてその所得に係る総収入金額がない場合には、その総収入金額があった最近の年分）又

はその前年分の事業所得等の金額の計算上、必要経費に算入される。例えば、次に掲げる費用や損失で、必要最低限の残務整理

費用や資産の処分に係る費用が特例の対象となるが、本問における令和８年７月分の事務所家賃も、相続人である乙が残務整理

を行うために支出した金額であるため、甲の本年分の事業所得の必要経費に算入される。

⒜ 事務所の賃借料（注）

（注） 残務整理期間のためのものに限られる。

なお、残務整理終了後も賃借料を支払い続ける場合は、必要経費不算入となる。

⒝ 事務所内の器具備品等の除却損

⒞ 事務所の解約違約金

⒟ リース契約の解約違約金

⒠ 貸倒れとなった売掛金

⑺ 消耗品費（ノートパソコンの購入代）

未使用のノートパソコンであり、また、購入後も梱包を解くことなく保管していたことから、甲の行政書士業の用に供していた

とは認められない。そのため、ノートパソコンの購入代 １５０，０００円は、甲の事業所得の必要経費に算入されない。

⑻ 雑費（業界団体の年会費）（基通３７－９）

農業協同組合、水産加工業協同組合、中小企業協同組合、商工会議所、医師会等の組合員又は会員が法令又は定款その他これに

類するものの規定に基づき業務に関連して賦課される費用は、繰延資産に該当する部分の金額を除き、その支出の日の属する年分

のその業務に係る所得の金額の計算上必要経費に算入することとされている。そのため、業界団体の年会費についても、支払った

日の属する年分の必要経費とすることが認められているが、未経過分２７，０００円については返金がされており、かつ、甲の行政書士

業を営む期間に対応しないため、甲の死亡時において資産計上すべきものである。そのため、未経過分２７，０００円については、甲の

事業所得の必要経費に算入されない。

⑼ 青色申告特別控除

青色申告者であるため、青色申告特別控除の適用がある。

なお、甲は、事業所得を有しており、確定申告書は、取引を正規の簿記の原則に従って処理した会計帳簿に基づく貸借対照表及

び損益計算書と共に、法定申告期限までに、電子申告により提出が行われる旨の指示があることから、青色申告特別控除額は６５万

円となる。

（無断複写・転載を禁ず）
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⑽ 役員給与（基通９－１７）

死亡した者に係る給与等、公的年金等及び退職手当等で、その死亡後に支給期の到来するもののうち相続税法の規定により相続

税の課税価格計算の基礎に算入されるものについては、課税しないものとされている。これは、相続税の取扱いとの調整からこの

ような取扱いが設けられている。そのため、本年１月から本年６月に支給される役員給与は、死亡前に支給期が到来するため、甲

の本年分の給与所得の収入金額となるが、本年７月に支給される役員給与は、死亡後に支給期が到来するため、所得税は課税され

ない。

また、相続人である乙においても、相続税の課税対象とされているため、所得税は課税されない。

⑾ 小規模企業共済の共済金

共済契約者である甲が死亡した場合に相続人である乙が受け取る共済金は、相続人である乙が死亡退職金を受け取った場合と同

様に取扱う。そのため、甲においては何ら課税関係は生じず、相続人である乙においては、相続税の課税対象とされているため、

所得税は課税されない。

３ 乙の本年分の確定申告により納付すべき所得税等の額又は還付される所得税等の額の計算ほか（【資料Ⅲ】～【資料Ⅷ】）

⑴ 不動産賃貸業の規模

旧アパート（６室）の賃貸を行っていたことから、「１０室５棟基準」を満たさず、事業と称しない程度の規模で営まれているも

のとして取扱う。

⑵ 家賃収入

乙が不動産所得の収入金額を契約で定められている支払日に認識しているため、未収となっている２か月分（１室分）について

も、本年中に支払期日が到来していることから、乙の本年分の不動産所得の総収入金額に算入する。

（注） 本年中に未収家賃が生じているが、乙の不動産賃貸業が事業と称しない程度の規模で営まれているため、貸倒引当金の設定を

行うことはできない。

⑶ 租税公課

① （旧）アパートに係る固定資産税

固定資産税の債務確定日は、原則として「賦課決定日」である。本問では、賦課決定日が明らかでないが、第一期（４月末）

の納期限が到来している旨の指示があることから、本年４月末に債務確定したものと考えることができる。そのため、甲が本年

９月末に旧アパートの賃貸を終了し、その後に旧アパートの取り壊しを行ったとしても、債務確定日に乙の不動産賃貸業の用に

供されていれば、月数按分などをする必要はなく、支払った固定資産税の全額を乙の不動産所得の必要経費とすることができる。

② 収入印紙の購入代金

⒜ 旧アパートの取り壊しに係る請負契約書の貼付したもの

取り壊しに附随する収入印紙の消費であるため、取り壊し費用と同様に乙の不動産所得の必要経費に算入する。

⒝ 新アパートの建築請負契約書に貼付したもの（基通３７－５、４９－３）

新アパートの建築（取得）に伴う収入印紙の消費であるため、資産の取得に係る租税公課として、乙の不動産所得の必要経

費に算入する。

（注１） 相続で取得した収入印紙は、被相続人である甲からの相続財産として乙に承継され、その後に乙が消費していることか

ら、乙における費用として取扱われる。

（注２） 収入印紙の消費は、契約書作成時であると考えられる。そのため、新アパートの引渡しが令和９年９月であっても、本

年中に収入印紙の消費を行った以上、乙の本年分の不動産所得の必要経費とすることができると考えられる。

⑷ 保険料

短期前払費用として支払った日の属する年分の必要経費とすることも考えられるが、未経過部分１２，０００円については返金がされ

る予定であり、乙の不動産賃貸業を営む期間に対応しないため、未経過部分１２，０００円については、乙の不動産所得の必要経費に算

入されない。

（注） 未経過部分１２，０００円は、本年４月１日から翌年３月３１日までの１年分の火災保険料３６，０００円のうち、本年４月１日から本年１１

月３０日の取り壊し完了日までの期間に対応する金額である。

⑸ 貸倒損失

乙の不動産賃貸業が事業と称しない程度の規模で営まれているため、未収家賃の貸倒損失については、収入発生年に遡ってなか

ったものとみなす規定が適用される。

よって、令和２年分の所得税等の確定申告について、更正の請求により貸倒損失を考慮することから、本年分の乙の不動産所得

の金額の計算においては、何ら考慮されない。

⑹ 建替費用

① 旧アパートの取壊費用及び賃借人へ支払った立退費用

旧アパートの取り壊しに伴う費用であるため、乙の不動産所得の必要経費に算入する。

② 新アパートの設計費用

新アパートの取得価額を構成するため、乙の不動産所得の必要経費に算入されない。

（無断複写・転載を禁ず）
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⑺ 減価償却費

旧アパートは、平成１７年１月から賃貸の用に供されており、また、与えれている償却率が旧定額法償却率であることから、旧定

額法により減価償却費を計算すること。

なお、【解答に当たっての注意点】において、年末に有しない減価償却資産については月割で計上するものとする旨の指示があ

ることから、本年１月分から本年９月分の減価償却費を計上すること。

また、旧定額法により減価償却費の計算を行うため、取得価額に「０．９」を乗じることを忘れないこと。

⑻ 資産損失

乙の不動産賃貸業が事業と称しない程度の規模で営まれているため、旧アパートの取り壊しによる資産損失については、資産損

失計上前の不動産所得の金額（青色申告特別控除適用前の金額）を限度に、乙の不動産所得の必要経費に算入する。

⑼ 青色申告特別控除

青色申告者であるため、青色申告特別控除の適用がある。

なお、乙の不動産賃貸業が事業と称しない程度の規模で営まれており、他に事業所得も有していないことから、青色申告特別控

除額は１０万円となるが、青色申告特別控除適用前の不動産所得の金額が生じないため、結果的に青色申告特別控除額は ０円となる。

⑽ Ｃ社から支給を受けた金額

① 令和８年分 給与等

乙の本年分の給与所得の収入金額となる。

なお、天引きされた源泉所得税等は、本年分の確定申告の際に精算され、また、天引きされた社会保険料は、本年分の社会保

険料控除の対象となる。

② 令和７年分 給与等（未払残業代）（基通３６－９⑴）

本来各支給日に支払うべき残業手当が一括して支払われたものと認められるため、本来の残業手当が支払われるべきであった

各支給日の属する年分の給与所得の収入金額となる。そのため、乙の令和７年分の給与所得の収入金額となる。

なお、天引きされた源泉所得税等は、令和７年分の確定申告の際に精算される。また、天引きされた社会保険料は、本年中に

支払いが行われているため、本年分の社会保険料控除の対象となる。

（注） 過年分の所得税額や住民税額を修正することを回避する目的で、未払残業代を「一時金（精算金等）」として支給する場合

がある。この場合には、賞与を支給した場合と同様に考えて、本年に支給することが確定した給与等として処理を行う。なお、

この場合には、支給年分の給与所得の金額が増加するため、支給年分の所得税額や住民税額が例年に比べて大きくなることが

予想される。本問においては、未払残業代を各年分に分けて支払っている旨の指示があることから、「一時金（精算金等）」

として支給する場合に該当しないものとして解答している。

③ 未払残業代に係る遅延損害金

遅延損害金は、未払残業代の支払が遅延しているという継続的行為に基因した利息に相当するものであり、利子所得、配当所

得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しないことから、雑所得

に区分される。

なお、遅延損害金の支払の確定は、本年１０月３１日である。そのため、令和７年分の遅延損害金についても、本年１０月３１日に支

払確定したものと考え、乙の本年分の雑所得の総収入金額に算入する。

④ 未払残業代に係る付加金（基通３４－１⑶）

付加金とは、使用者に対する制裁であり、裁判所は、使用者に対して、本来支払うべき未払金と同額の付加金の支払を命じる

ことができる。この付加金については、労務の対価ではないため、給与所得には該当せず、一時所得に該当する。

⑤ その他

冒頭の問題文において「また、甲の子供である居住者乙（５０歳）の本年分の所得税等の計算に関する事項は、次の【資料Ⅲ】～

【資料Ⅷ】のとおりである。」とあるが、問題文の【資料Ⅳ】１において「甲は、Ｃ社に勤務しており～」と記載されている。

おそらくこれは、誤植であり、問題文の【資料Ⅳ】１において本来は「乙は、Ｃ社に勤務しており～」とされるべきであったと

考えられる。よく読んだ学生は答案用紙の記載箇所を誤ってしまうことになるため、採点上の配慮がされることを願う。

⑾ 斡旋料

被相続人である甲の行政書士業に係る取引先を同業者であるＤ法人へ紹介する際に収受した斡旋料は、次の３つの考え方がある。

① 譲渡所得とする考え方

行政書士業務を営業権に類似した一種の無体財産権として理解し、引継ぎに伴い授受される金銭を、その財産権の譲渡の

対価とみて、譲渡所得とする考え方

② 一時所得とする考え方

行政書士とその取引先との関係が当事者間の信頼関係を基礎とした一身専属的なものであるところから、営業権や企業権

等の譲渡の対価ではなく、また、労務その他の対価にも該当しないことから、一時所得とする考え方

（無断複写・転載を禁ず）
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③ 雑所得とする考え方

他の行政書士業務を行う者に取引先を紹介、斡旋し、その対価として金銭を受取ったと考えるのが合理的なため、労務の

対価としての性質を有するものとして、雑所得とする考え方

結論とすれば、営業権等の譲渡ではなく、単に取引先をＤ法人に紹介、斡旋したことによる労務の対価に過ぎないため、雑所得

に区分される。

⑿ Ａ社株式の発行法人への譲渡

発行法人であるＡ社への株式の譲渡であるため、みなし配当を認識する必要がある。みなし配当は、「発行会社から対価として

交付を受けた金銭等の額－発行会社の資本金等の額のうち、その交付の基因となった株式に対応する部分の金額」の算式により計

算される。当該みなし配当を認識することにより、配当所得が生じるため、配当控除の適用があり、また、確定申告の際に精算さ

れる源泉所得税等の額が生じることに留意すること。

（注１） 相続又は遺贈により財産を取得し、その相続又は遺贈について納付すべき相続税額がある個人が、その相続の開始があった

日の翌日からその相続税の申告書の提出期限の翌日以後３年を経過する日までの間に、その相続税の課税の対象となった非上

場株式をその発行会社に譲渡した場合において、その譲渡対価の額がその譲渡した非上場株式に係る資本金等の額を超えると

きは、その超える部分の金額については、みなし配当課税を行わずに全額を非上場株式の譲渡所得の収入金額とする特例制度

がある。本問では、被相続人である甲の相続に係る相続税について納付すべき税額がないため、当該特例の適用がない。

（注２） Ａ社は、【資料Ⅰ】３⑶において、非上場会社である旨が示されているため、みなし配当についても非上場株式に係る配当

金として取扱う。本問では、みなし配当の金額が１０万円を超えるため、少額配当等の特例の適用がなく、総合課税される。

⒀ 被相続人甲から相続により取得した家屋及びその敷地の譲渡

① 区分

被相続人である甲からの相続により取得した家屋及びその敷地であるため、被相続人である甲の取得日及び取得費を承継する

こととなる。そのため、譲渡年１月１日において、保有期間が５年超であるため、譲渡所得（分離長期）となる。

② 取得費（基通６０－２）

被相続人である甲からの相続の際に相続登記費用を支出しているため、相続登記費用を取得費に算入することができる。

ただし、概算取得費（収入金額×５％）を適用する場合には、当該相続登記費用を取得費に算入することができない。（あく

までも概算取得費の中に、相続登記費用分も含まれていると考えるためである。）

本問では、家屋について概算取得費を適用しない方が乙にとって有利となるため、相続登記費用を取得費とするが、敷地につ

いては、概算取得費を適用した方が乙にとって有利となるため、概算取得費を取得費とする。

③ 譲渡費用

譲渡費用の中に相続登記費用が含まれているため、相続登記費用を譲渡費用から控除する必要がある点に留意すること。

④ 空き家に係る譲渡所得の特別控除の特例の適用の有無（措通３５－１６）

被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家屋の敷地等については、相続の時から譲渡の時まで、事業の用、貸付けの用又は居

住の用に供されていたことがないことが適用要件とされている。この事業の用、貸付けの用又は居住の用に供されているかどう

かの判定においては、一時的に利用されていた場合や無償による貸付けも、事業の用、貸付けの用又は居住の用に供されていた

場合に含まれてしまう。そのため、本問においては、Ｄ法人へ相続後の本年７月１５日から本年１１月３０日まで資料置場として無償

貸与していることから、貸付けの用に供されていることとなり、適用要件を満たさないことから、空き家に係る譲渡所得の特別

控除の特例の適用がないこととなる。

⒁ 被相続人甲から相続により取得したノートパソコンの譲渡

生活に通常必要な資産の譲渡により生じた損失の金額であるため、当該損失はないものとみなされる。

（注１） 被相続人である甲から相続により取得した資産であるため、被相続人である甲の取得日及び取得費を承継することとなる。

そのため、譲渡日において、保有期間が５年以下であるため、譲渡所得（総合短期）となる。

（注２） 被相続人である甲において、ノートパソコンは事業の用に供されていないことから、乙における取得費相当額は １５０，０００円

となる。そのため、譲渡損が生じることとなる。

⒂ 被相続人甲から贈与により取得した金地金の譲渡

生活に通常必要でない資産の譲渡により生じた所得であるため、譲渡所得の金額として課税される。

（注） 贈与者である甲から贈与により取得した資産であるため、贈与者である甲の取得日及び取得費を承継することとなる。そのた

め、譲渡日において、保有期間が５年超であるため、譲渡所得（総合長期）となる。

⒃ 課税標準額の計算に関する留意事項

① 子ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除

乙の本年分の給与等の収入金額が ８５０万円を超えており、かつ、年齢２３歳未満の扶養親族である長女戊を有しているため、子

ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除の適用がある。

（無断複写・転載を禁ず）

（１６）



② 一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額

生じなかったものとみなされる。

⒄ 所得控除額の計算に関する留意事項

① 医療費控除

⒜ 甲の入院費

被相続人である甲に係る医療費を相続財産から支払った場合においても、実際に支払った者の医療費控除の対象となる。

ただし、本問においては、乙が被相続人である甲と生計を一にしていないため、医療費控除の対象とならない。

⒝ クレジットカード決済で支払った乙の医療費

クレジット決済で支払った医療費の医療費控除における計上時期は、銀行口座引落時ではなく、クレジットカード決済時で

ある。そのため、本年分の医療費控除の対象となる。

② 社会保険料控除

上記⑽①及び②参照

③ 生命保険料控除

年齢２３歳未満の扶養親族を有する場合には、新一般分の生命保険料につき、生命保険料控除の特例の適用がある。本問では、

年齢２３歳未満の扶養親族である長女戊を有しているため、生命保険料控除の特例の適用がある。

④ 配偶者控除・配偶者特別控除

配偶者丙の合計所得金額が５８万円を超えるため、同一生計配偶者に該当せず、また、乙の合計所得金額が １，０００万円を超える

ため、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用はない。

⑤ 扶養控除

生計を一にする長女戊の合計所得金額が５８万円以下のため、扶養親族に該当し、扶養控除の適用がある。本問では、長女戊の

年齢が１９歳であるため、扶養控除は６３万円となる。

⑥ 特定親族特別控除

生計を一にする長男丁の合計所得金額が５８万円を超えるため扶養親族には該当しないが、合計所得金額が５８万円超 １２３万円以

下で、年齢が２２歳であるため、特定親族に該当する。そのため、特定親族特別控除の適用があり、本問では、長男丁の合計所得

金額が １１５万円であるため、特定親族特別控除額は１１万円となる。

⑦ 基礎控除

乙の合計所得金額が ２，５００万円以下のため、基礎控除の適用がある。

なお、乙の合計所得金額 ６５５万円超 ２，３５０万円以下となるため、基礎控除額は５８万円となる。

⒅ 税額控除額の計算に関する留意事項

① 配当控除

みなし配当についても、配当控除の適用がある。

なお、課税総所得金額等が １，０００万円を超え、また、当該金額から配当所得の金額を控除しても １，０００万円を超えることから、

配当控除率は５％となる。

② 住宅借入金等特別控除

⒜ 取得対価の額

住宅借入金等特別控除額は、年末借入金残高を基礎に計算を行うが、当該年末借入金残高が住宅の取得対価の額を上回る場

合には、住宅の取得対価の額を基礎に住宅借入金等特別控除額の計算を行う必要がある。

なお、この場合における住宅の取得対価の額の計算にあたっては、直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の非課

税の規定の適用を受けた金額があるときは、当該金額を住宅の取得対価の額から控除する。

これは、住宅借入金等に先立ち、優先的に直系尊属からの住宅取得等資金が住宅の取得対価のために充てられているはずと

考えるためである。（贈与税の優遇規定と重複しないように調整しているとも考えることができる。）

⒝ 住宅借入金等特別控除額

本問では、乙が特例対象個人に該当しない（年末現在、乙が年齢４０歳以上、かつ、配偶者丙の年齢が４０歳以上であり、また、

長男丁及び長女戊が年齢１９歳未満の扶養親族に該当しない。）こと、また、住宅の取得等が認定長期優良住宅の新築であるため

借入限度額が ４，５００万円となる。

⒆ 源泉徴収税額の計算に関する事項

令和８年分の給与等の源泉所得税等の額とみなし配当に係る源泉所得税等の額が確定申告の際に精算される。

なお、Ａ社が非上場会社であるため、みなし配当に係る源泉徴収税率は ２０．４２％となる。

（無断複写・転載を禁ず）
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第７６回税理士試験の講評

～ 所得税法 ～
１ 総評

受験生の皆さん、本試験大変お疲れ様でした。

今年の本試験は、理論問題が２問形式で出題され、内容は「交通事故に伴い支払う損害賠償金及び交通事故に伴い受け取った損害賠

償金等の取扱い」を問う問題と、「青色申告特別控除６５万円の適用要件」を問う問題でした。

理論問題は、答案用紙が例年より少ない２枚であり、実際の解答量も多くないことから、焦りや不安を抱えたまま問題に取り組むこ

とになった受験生も多かったのではないでしょうか。

また、計算問題は１問形式の出題でしたが、被相続人と相続人の双方の取扱いを問う、実務色の強い内容でした。そのため、自信を

もって解答できる箇所が少なく、手応えを感じない受験生が大半であったと推察されます。問題文の読み込みにも時間を要し、状況判

断を丁寧に行うことが求められる問題であったように思われます。具体的に振り返ると次のとおりです。

２ 第一問

問１

国税庁ＨＰのタックスアンサー「№１７１０ 事業主・使用人が加害者として損害賠償金を支払ったとき」及び「№１７００ 加害者から治療

費、慰謝料及び損害賠償金などを受け取ったとき」からの出題と考えられます。計算問題でも頻出のオーソドックスな内容であるため、

解答例のとおり、所得税法上の損害賠償金等の区分を明確にしたうえで、取扱いを正確に記述できたかがポイントとなります。

なお、重大な過失の例示については、記載がなくても加点項目的な位置付けであるため、合否への影響は大きくないと考えられます。

他の受験生との得点差がつきにくい出題内容でした。

問２

国税庁ＨＰのタックスアンサー「№２０７２ 青色申告特別控除」からの出題と予想されます。青色申告特別控除は、令和８年度税制改正

により令和９年分以後の所得税について改正が予定されていること、また、第７１回税理士試験で出題されていること、さらに昨年度の

税理士試験では青色申告者の記帳義務・帳簿書類の保存義務等が問われていたことから、十分な対策が講じられていなかった受験生も

多かったのではないでしょうか。

ただし、普段の計算問題では頻出論点であるため、計算問題での取扱いを意識しながら６５万円控除の要件を漏れなく挙げられたかど

うかが重要なポイントとなります。

また、問題では「甲が青色申告特別控除６５万円の適用を受けるために実施すべきこと」が問われているため、解答例のとおり、甲に

不足している要件を明確にし、必要な対応を具体的に記述できたかどうかもポイントとなります。

なお、優良な電子帳簿の要件や一定の届出書の提出期限は電子帳簿保存法や通達の内容であるため、解答例のように詳細まで記載で

きていなくても大きな問題にはならないと考えられます。問題文に「利用する会計ソフトは、入力した取引内容の訂正・削除履歴が残

らず、また、その取引の日付等を検索する機能を有していない。」とあるため、この点が優良な電子帳簿に該当しない旨を指摘できて

いれば十分かと思われます。

理論問題のボーダーライン

… 合格ラインを３０点、確実ラインを３７点とします。

３ 第二問

行政書士業を営む被相続人の準確定申告における各種所得の金額の計算と、その相続人の確定申告における納付税額を計算させる問

題でした。昨年度に引き続き、不動産の譲渡に関する出題は控えめですが、相続に関する論点を中心に、幅広い内容から出題されてい

ます。非常に実務色の強い問題であり、普段の問題演習ではあまり目にしない論点や処理が多く、手応えを感じられなかった受験生が

大半ではないでしょうか。

また、誤植と思われる箇所（【資料Ⅳ】でＣ社からの給与受給者が「甲」と記載されている点）や、判断が難しい箇所もあり、復習

の成果を十分に発揮しづらい問題であったと言えます。そのため、基本的な論点をケアレスミスなく正答し、さらに一つでも多くアド

バンデージとなる解答ができたかどうかが、合否のポイントになると考えます。

計算問題のボーダーライン

… 合格ラインを３０点、確実ラインを３７点とします。

４ 最後に…

合計のボーダーラインとして、合格ラインを６０点、確実ラインを７４点とします。

今回の試験問題は、イレギュラーな要素が多かったため、１年間の努力を十分に発揮できなかった受験生も多かったのではないでし

ょうか。他の受験生の出来具合によっても合否が左右される問題であるため、今後の予定を立てづらい状況かと思いますが、まずは一

度リフレッシュしていただき、改めて今後について考えてみて下さい。受験生の皆さん、１年間本当にお疲れ様でした。

（無断複写・転載を禁ず）

（１８）
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